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Ⅰ 問題 

通常学級に在籍している聴覚障害生徒にとっ

て，学校生活において日常会話をはじめ，授業等

は音声言語を使用するため，コミュニケーション

上で困難になる問題が生じる(白井･小網･佐

藤,2009; 伊藤･四日市,1999; 富田･鷲尾,1999)。 

｢通級の指導｣では，通常学級に在籍する聴覚障

害生徒の発音･聴能の向上だけでなく，全体的な発

達を促す必要がある(我妻,2003;鷲尾,2002)ため，

現在，通常学級に在籍する聴覚障害生徒にとって，

聞こえにくさから生じる心理・社会的影響の側面，

コミュニケーションの側面へ及ぼす影響と，聴覚

障害生徒の心理的な状態について知ることは必要

であると考える。また，通常学級に在籍する聴覚

障害生徒の心理に関する研究は現在，本人を対象

としたニーズや「聞こえ」に関する実態調査にお

いて，まだ尐ない。 

Ⅱ 目的 

本研究では，通常学級に在籍し，また特別支援

学校(聴覚障害)内の難聴通級指導教室に通う聴覚

障害生徒を対象に，通常学級での聴覚障害生徒に

とって，聞こえにくさより生じる問題への支援に

ついて検討することを目的とした。 

Ⅲ 方法 

1 予備調査Ⅰ  

1) 目的 

本調査で用いる質問紙の項目内容を検討する。 

2) 調査対象及び調査手続き 

 J 大学大学院に在籍する通常学級に在籍経験の

ある聴覚障害大生5名，聴覚障害児教育に詳しい

大学教員2名，聴覚障害者と関わった経験がある

学生 4 名に，吉田ら(2007)，鈴木ら(2002)等を参

考とした暫定項目と内容において，検討会を実施

した。 

3) 実施期日   

平成23年5月下旬 

2 予備調査Ⅱ  

1) 目的 

全国の特別支援学校(聴覚障害)に研究協力依頼，

本調査で対象となる学校，生徒数等を把握する。 

2) 調査対象及び調査手続き 

全国ろう学校名簿に記載されている特別支援

学校(聴覚障害)の分校含む 106 校の難聴通級指導

教室担当者又は特別支援コーディネーター等に，

郵送による質問紙調査を実施した。 

3) 調査項目 

① 研究協力の可否，②難聴通級指導教室の設 

置の有無，③難聴通級指導教室に通う児童生徒数，

④教育的ニーズの4項目。 

4) 実施期日  

平成23年7月下旬～9月中旬 

3 本調査  

1) 目的 

難聴通級指導教室の現状と，聴覚障害生徒の聞

こえにくさが心理･社会的影響への側面，コミュニ

ケーションの側面へ及ぼす影響について明らかに

する。また，今後の通常学級での聴覚障害生徒へ

の支援について検討する。 

2) 調査対象及び調査手続き 

予備調査Ⅱより本調査の協力可能な学校 24 校

116 名の通級生徒に，郵送による質問紙調査を実

施した。 

3) 調査項目 

属性情報やニーズに関する2項目 (31質問)と，

予備調査Ⅰで確定した「聞こえにくさ」，「心理･

社会的影響」，「コミュニケーションストラテジー」

の3項目 (42質問) とした。また，各項目で小学

校時代と中学校現在の2種類の回答を設定した。 

回答は，5 段階の選択肢を用い，自由記述する

質問項目を1問，各項目で設定した。 

4) 実施期日  

平成23年9月初旬～11月中旬 

Ⅳ 結果 

1 予備調査Ⅱ 



 

 

 

 

予備調査Ⅱの結果は表1，また通級担当教師等 

から得た教育的ニーズについては，図1に示した。

2 本調査  

 本調査における回収率と有効回答数は，表2に

示した。 

1) 通級生徒の実態と教育的ニーズ 

本調査における通級生徒の実態を表3，図2～5

に，通級生徒の教育的ニーズを図6に示した。 

 

2） アンケート分析の結果 

「聞こえにくさ」，「直接反応」，「情緒反応」，「コ

ミュニケーションストラテジー」を 4 尺度とし， 

また聴力レベルを「正常･軽度群」，「中等度･高度

群」，「重度群」に分類し，各々の相関関係から分

析を行った。 その結果を表4に示した。 

 

 

 

 



 

 

Ⅴ 考察 

通級生徒の実態から，通級生徒の多くは聞こえ

にくさを感じた時期は「就学前」が多く，「自覚し

たことがない」生徒も多くいることが明らかにな

った。また，通級指導を開始した時期が「小学校･

低学年」段階で多かったことは，聞こえにくさを

感じた時期を反映した結果であると考えられる。  

教育的ニーズにおいて，通級指導担当教師らが

最も挙げていた「障害認識」や「聴覚学習」，「発

音・発語指導」等の「将来」におけるニーズに比

べ，通級生徒にとって教科の指導領域で「英語」

が多く，また聴能指導で「聴力検査」や「補聴器

の点検」が多いことから，「今」におけるニーズが

高かった。これについて，通級担当者らと通級生

徒とのニーズにおけるズレが生じている。 

アンケート結果での相関関係より，聞こえにく

さより生じる心理・社会的影響への側面について，

「正常・軽度群」の通級生徒は中学校段階に比べ

て，小学校段階での数値が高かった。逆に，「中等

度・高度群」「重度群」の通級生徒は，中学校段階

での数値が増加また同程度であった。また，「直接

反応」と「情緒反応」の相関は共通して，中学校

段階に比べ，小学校段階で同程度もしくは高い傾

向であった。「聞こえにくさ」や「直接反応」，「情

緒反応」と「コミュニケーションストラテジー」

との相関関係は，それぞれ弱い相関を示した。 

この結果より，「正常・軽度群」の聴覚障害生

徒は小学校段階で，「中等度・高度群」，「重度群」

の生徒は中学校段階で，それぞれ聞こえにくさに

よる色々な経験や困り感をもっていると考えられ、

各年齢段階での適切な支援が必要であるとともに，

特に小学校段階での支援が重要である。また，コ

ミュニケーションへの側面は，聞こえにくさや心

理･社会的影響の側面から影響を受けないと考え

られる。 

Ⅵ 今後の課題 

聴力の低下等により，聞こえにくさを意識し始

めた時のストレスや葛藤，また中学生特有の思春

期も合わせて，聴覚障害のある中学生に対する通

級教室の役割や関わり方，支援が必要である。 

また，聴覚障害生徒のニーズは「今」における

ニーズが高く，それに応えていくためには「発音

指導」，「聴能指導」等の専門性の高いスキルとと

もに，通級生徒が求めているニーズを把握し，質

問等ができる時間を確保する(羽鳥，2004)などの

適した学習環境を提供することや通級生徒の課題

意識を高められる教科の指導を行うためにより充

実した「知る」「分かる」体験を多く経験と同時に，

そうした機会を提供していくことが課題であると

考えられる。アンケートの相関関係より，聴力レ

ベル3群で，小学校段階での支援がとても重要で

あり，特に「正常・軽度群」は小学校段階で，「中

等度･高度群」「重度群」は中学校(現在)の特有の

思春期への対応とともに，「今」におけるニーズや

聞こえにくさからの気持ち・悩みを，いかに解消

できるかが課題であると考える。 

 


